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政
府
の
成
長
戦
略
、『
新
し
い
資
本
主

義
の
グ
ラ
ン
ド
デ
ザ
イ
ン
及
び
実
行
計

画
２
０
２
５
年
改
訂
版
』が
六
月
、閣
議

決
定
さ
れ
た
。そ
の
な
か
で
人
手
不
足
が

取
り
分
け
深
刻
だ
と
名
指
し
さ
れ
た
一

二
業
種
の
一
つ「
建
設
業
」は
今
後
、所

管
官
庁
で
あ
る
国
土
交
通
省
が
ま
と
め

た「
省
力
化
投
資
促
進
プ
ラ
ン
」に
基
づ

い
て
、取
組
み
を
進
め
る
こ
と
に
な
る
。

　

こ
の
業
種
別
の「
省
力
化
投
資
促
進

プ
ラ
ン
」は
、所
管
官
庁
が
業
種
ご
と
の

課
題
や
優
良
事
例
を
捉
え
て
、き
め
細
か

く
生
産
性
向
上
を
後
押
し
す
る
と
と
も

に
、全
国
的
な
サ
ポ
ー
ト
体
制
を
整
備
す

る
も
の
。

　

今
年
一
月
に
開
い
た「
省
力
化
投
資

促
進
プ
ラ
ン
の
策
定
と
実
行
の
た
め
の

関
係
府
省
連
絡
会
議
」で
、中
小
・
小
規

い
の
は
、分
子
の「
産
出
」と
し
て
粗
利

額
に
相
当
す
る
付
加
価
値
額
を
対
象
に

す
る
、『
付
加
価
値
労
働
生
産
性
』だ
。

　

な
お
、国
交
省
が
公
表
し
た
省
力
化

投
資
促
進
プ
ラ
ン
で
掲
げ
た
実
質
労
働

生
産
性
と
は
、「
付
加
価
値
労
働
生
産

性
」と
し
て
二
種
類
あ
る『
名
目
労
働
生

産
性
』と『
実
質
労
働
生
産
性
』の
う
ち

の
一
つ
。

　
『
名
目
労
働
生
産
性
』が
付
加
価
値
額

を
そ
の
時
の
時
価
で
評
価
す
る
の
に
対

し
、『
実
質
労
働
生
産
性
』は
付
加
価
値

額
か
ら
物
価
変
動
を
取
り
除
い
た
値
を

採
用
す
る
。つ
ま
り
二
〇
二
四
年
度
を
基

準
年
に「
実
質
」で『
付
加
価
値
労
働
生

産
性
』が
二
〇
二
九
年
度
に
は
九
％
向
上

す
る
こ
と
が
目
標
に
な
る
。

　

ま
た
、業
種
別
の「
省
力
化
投
資
促
進

プ
ラ
ン
」は
骨
太
の
方
針『
経
済
財
政
運

営
と
改
革
の
基
本
方
針
２
０
２
５
』で

も
、「
中
小
企
業
・
小
規
模
事
業
者
の
賃

金
向
上
推
進
５
か
年
計
画
実
行
」と
し

て
明
記
さ
れ
て
い
る
。日
本
の
生
産
年
齢

人
口
は
今
後
も
減
少
し
、労
働
供
給
制

約
が
更
に
厳
し
く
な
る
こ
と
が
見
込
ま

れ
る
な
か
、生
産
性
や
付
加
価
値
労
働
生

模
企
業
の
生
産
性
向
上
が
人
手
不
足
対

策
に
有
効
だ
と
し
て
政
府
を
挙
げ
て
取

り
組
む
こ
と
を
決
め
た
。

　

建
設
業
の
場
合
、今
年
二
月
に
首
相

官
邸
で
行
わ
れ
た
、中
野
洋
昌
国
土
交

通
相
と
主
要
建
設
業
四
団
体（
日
本
建

設
業
連
合
会
、全
国
建
設
業
協
会
、全
国

中
小
建
設
業
協
会
、建
設
産
業
専
門
団

体
連
合
会
）の
意
見
交
換
で
、▽
技
能
者

の
賃
金
を
民
間
工
事
も
含
め
お
お
む
ね

六
％
上
昇
、▽
国
交
省
が
今
後
策
定
す
る

建
設
業
の
省
力
化
投
資
促
進
プ
ラ
ン
も

踏
ま
え
、各
団
体
で
具
体
的
な
目
標
・
期

限
を
定
め
た
計
画
を
早
急
に
策
定
し
、定

期
的
な
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
を
通
じ
業
種
・

職
種
に
応
じ
た
効
果
的
な
取
組
み
を
推

進
す
る
こ
と
―
―
の
二
点
に
つ
い
て
申
し

合
わ
せ
た
。

産
性
の
向
上
へ
向
け
た
取
組
み
が
、特
に

建
設
業
の
場
合
、大
手
・
準
大
手
・
中
堅

企
業
に
比
べ
て
中
小
・
小
規
模
企
業
で

進
ん
で
い
な
い
こ
と
も
大
き
な
課
題
だ
。

取
り
残
さ
れ
な
い
た
め
に

　

中
小
企
業
庁
が
公
表
し
て
い
る『
小
規

模
企
業
白
書
』で
は
労
働
生
産
性
の
規

模
間
格
差
が
最
も
大
き
い
業
種
が「
建

設
業
」で
あ
る
こ
と
も
浮
き
彫
り
に
し
て

い
る
。規
模
間
格
差
を
埋
め
る
た
め
の
支

援
に
つ
い
て
も「
建
設
業
」に
ハ
ン
デ
ィ

は
あ
る
。

　
「
省
力
化
投
資
促
進
プ
ラ
ン
」を
見
越

し
て
始
ま
っ
た「
中
小
企
業
省
力
化
投

資
補
助
金（
一
般
型
）」。最
大
一
億
円

補
助
の
第
一
回
申
請
数（
今
年
一
月
三

十
日
公
募
開
始
）一
、八
〇
九
者
に
対
し

採
択
さ
れ
た
の
は
一
、二
四
〇
者
。採
択

者
の
う
ち
製
造
業
が
六
一
％
を
占
め
た

が
、二
位
は
一
一
％
の
建
設
業
だ
っ
た
。

た
だ
建
設
業
と
い
っ
て
も
採
択
企
業
で

圧
倒
的
に
多
い
の
は
、鉄
骨
や
鉄
筋
の
溶

接
・
加
工
の
ロ
ボ
ッ
ト
化
で
特
定
業
種

に
集
中
、Ｉ
Ｃ
Ｔ
建
機
に
よ
る
生
産
性
向

　

つ
ま
り
官
邸
で
開
か
れ
た
二
月
の
車

座
申
し
合
わ
せ
に
よ
っ
て
、主
要
建
設
業

四
団
体
は
、技
能
者
賃
上
げ
目
標
の
ほ

か
、国
交
省
が
公
表
し
た「
省
力
化
投
資

促
進
プ
ラ
ン
―
建
設
業
―
」に
基
づ
い

て
、具
体
的
な
計
画
策
定
も
行
わ
な
け
れ

ば
な
ら
な
く
な
っ
た
。

実
質
労
働
生
産
性
、五
年
で
九
％
増

　

建
設
業
版
の
省
力
化
投
資
促
進
プ
ラ

ン
で
は
具
体
的
目
標
と
し
て「
建
設
業
に

お
け
る
二
〇
二
九
年
度
の
実
質
労
働
生

産
性
目
標
を
二
〇
二
四
年
度
比
で
九
％

増
」を
掲
げ
た
。ま
た
、労
働
生
産
性
目

標
実
現
へ
、「
二
〇
二
九
年
度
ま
で
に
年

間
実
労
働
時
間
を
全
産
業
平
均
並
み
」

と
す
る
Ｋ
Ｐ
Ｉ（
重
要
業
績
評
価
指
標
）

上
を
標
榜
し
た
土
木
系
企
業
は
わ
ず
か

だ
っ
た
。要
は
、主
力
が
労
務
提
供
型
の

中
小
・
小
規
模
建
設
業
の
、Ｉ
Ｃ
Ｔ
、Ａ

Ｉ
、ロ
ボ
ッ
ト
な
ど
へ
の
取
組
み
は
未
だ

に
敷
居
が
高
い
と
言
え
る
。

　

建
設
現
場
の
生
産
性
革
命
、ｉ
‐
Ｃ
ｏ

ｎ
ｓ
ｔ
ｒ
ｕ
ｃ
ｔ
ｉ
ｏ
ｎ
と
し
て
二
〇
一

六
年
度
か
ら
始
ま
っ
た
Ｉ
Ｃ
Ｔ
施
工
で
さ

え
、ま
だ
多
く
の
中
小
・
小
規
模
企
業
に

と
っ
て
未
知
の
領
域
と
映
る
。ま
し
て
大

手
・
準
大
手
企
業
を
中
心
に
進
む
協
調

領
域
の
共
同
開
発
や
施
工
の
自
動
化
や

Ｐ
Ｃ
ａ（
プ
レ
キ
ャ
ス
ト
）化
な
ど
現
場

の
生
産
性
向
上
は
、中
小
・
小
規
模
建
設

企
業
に
と
っ
て
違
う
世
界
の
話
に
聞
こ

え
る
。

　

そ
ん
な
状
況
の
な
か
で
、車
座
会
合
で

申
し
合
わ
せ
を
し
た
日
建
連
な
ど
主
要

四
団
体
は
今
後
、具
体
的
な
生
産
性
向

上
へ
向
け
た
計
画
を
策
定
し
て
い
く
こ
と

に
な
る
。そ
の
場
合
、「
物
的
労
働
生
産

性
」を
使
っ
て
こ
れ
ま
で
継
続
的
に
生
産

性
向
上
を
検
証
し
て
き
た
日
建
連
は
計

画
策
定
に
問
題
は
な
い
か
も
し
れ
な
い
。

全
建
も
既
に
新
た
に
生
産
性
向
上
計
画

の
策
定
を
打
ち
出
し
た
。

も
設
定
し
た
。

　

そ
も
そ
も
労
働
生
産
性
と
は
、「
産
出

（
Ｏ
ｕ
ｔ
ｐ
ｕ
ｔ
・
労
働
の
成
果
）／
投

入（
Ｉ
ｎ
ｐ
ｕ
ｔ
・
労
働
投
入
量
）」―

―
が
計
算
式
。更
に
、分
母
と
分
子
の
数

字
と
し
て
何
を
対
象
に
す
る
か
に
よ
っ

て
、「
物
的
労
働
生
産
性
」と「
付
加
価

値
労
働
生
産
性
」の
二
つ
に
分
か
れ
る
。

　

建
設
業
の
物
的
労
働
生
産
性
の
場

合
、分
子
の「
産
出
」は「
生
産
量
」が
対

象
。日
建
連
は
二
〇
一
六
年
四
月
の『
生

産
性
向
上
推
進
要
綱
』公
表
以
降
、生
産

性
を「
生
産
物
量
一
単
位
あ
た
り
の
労

働
者
数
」な
い
し「
労
働
者
一
人
日
あ
た

り
の
生
産
物
量
」と
定
義
し『
物
的
労
働

生
産
性
』を
指
標
と
し
て
採
用
し
て
い

る
。

　

た
だ
統
計
的
に
使
わ
れ
る
こ
と
が
多

　

四
団
体
の
う
ち
残
る
の
は
、全
建
よ
り

も
加
盟
企
業
の
規
模
が
小
さ
い
元
請
け

で
構
成
す
る「
全
中
建
」と
、各
種
専
門

工
事
業
団
体
で
構
成
す
る「
建
専
連
」の

二
団
体
。し
か
し
こ
の
二
団
体
の
場
合
、

企
業
規
模
が
小
さ
く
労
務
提
供
型
が
多

く
労
働
生
産
性
を
向
上
さ
せ
る
好
事
例

が
少
な
い
。ま
た
全
中
建
の
場
合
、加
盟

企
業
の
主
要
な
取
引
先
は
、市
町
村
。公

共
発
注
者
の
な
か
で
も
規
模
が
小
さ
く

財
政
力
が
乏
し
い
た
め
、そ
も
そ
も
国
や

都
道
府
県
で
進
む
入
札
手
続
き
の
電
子

化
や
行
政
手
続
き
の
簡
素
化
、施
工
時

期
の
平
準
化
や
省
力
化
へ
の
取
組
み
自

体
が
遅
れ
て
い
る
た
め
、受
注
者
で
あ
る

企
業
へ
も
波
及
し
て
い
な
い
。

　

ま
た
専
門
工
事
業
も
大
手
・
準
大
手

規
模
の
元
請
け
だ
け
と
取
引
し
て
い
る

わ
け
で
な
く
、多
く
は
中
小
元
請
け
と
も

取
引
関
係
が
あ
る
。そ
の
た
め
、新
た
な

取
組
み
が
進
み
に
く
い
側
面
が
あ
る
。

　

た
だ
国
交
省
の
省
力
化
投
資
促
進
プ

ラ
ン
は
、「
担
い
手
確
保
・
育
成
」と「
生

産
性
向
上
」が
裏
腹
の
関
係
に
あ
る
と
い

う
こ
と
を
、改
め
て
建
設
業
界
が
認
識
す

る
き
っ
か
け
と
な
る
こ
と
は
確
か
だ
。
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